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講演内容 

1. はじめに 

2. 通信事業者から見た大震災の教訓 

3. 可搬型ICT基盤によるサービス即時復旧方式 

4. 具現化に向けた研究開発プロジェクト 

5. まとめ 
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本講演で紹介する研究開発の一部は総務省委託研究「大規模災害時における通信ネットワークに
適用可能なリソースユニット構築・再構成技術の研究開発」および「被災地への緊急運搬及び複数
接続運用が可能な移動式ＩＣＴユニットに関する研究開発」によるものです． 



 JGN-Xを活用させていただき、本日ご紹介する耐災害性強化に
向けた研究開発のテストベットを経済的、かつ迅速に構築するこ
とができました。 

 提案コンセプトにおけるJGN-Xの活用方法は、今後、実際の災
害時にも適用できる可能性があると考えております。 

 今年度も引き続きJGN-Xを活用させていただき、研究開発を推
進したいと考えております。ご協力をいただけますよう、よろしくお
願いいたします。 
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講演内容 



2～3日 1週間～1年 時間 

発災直後：リアルタイム系通信
（電話、メール等）需要が増加 
（通常時、固定電話の66%、携帯電話の81%は同
一都道府県内の通話が多い） 

復旧・復興期：業務システム
等によるデータ通信需要が
増加 

情
報
通
信
需
要

 

この期間のICT需要をどう捌くか 

発災 

広域で甚大な
被害発生 

5 

ICTネットワークで顕在化した課題 

広域で爆発的に発生する情報通信需要への適応 

復旧・復興フェーズに応じて変化するICT需要への適応 



◇震災直後機能停止ビル数：３８５ 
◇約50日以内に、 
  ・機能停止ビル全復旧 
   （除：原発警戒区域、島外避難区域ビル５） 
  ・約150万断回線ほぼ復旧 
   （除：家屋等の甚大被害エリア） 
◇NTTグループ社員等6,500人が復旧活動に従事 
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被災通信ビル・サービスの復旧推移 

NTTは社員等6500人を投入し、50日という、被災規模からみて驚異的な早さ
でサービス復旧を果たした． 

しかし、通信ビルから先のお客様宅アクセスまで含めた回復にはより多くの時間
を必要とした． 



 

リアルタイム映像が災害時重要 

インターネットの重要性再認識 

映像情報のアップロード大 

地下ケーブルは頑強 

 

輻輳（電話）やメール遅延などサービ
ス中断、品質低下が発生 

復旧が遅い（電話を一番使いたい
時に使えなかった。） 

被災地でこそ必要な情報が行き渡
らなかった。（情報流通不全） 

震災を受けた課題 

震災を受けた顕在化事象 

 

震災後、情報通信設備が被災しても、いち
早く立ちあがる情報通信ネットワーク 

サービス需要増減に即応可能な情報通信
ネットワーク 

平時でも利用可能な災害対応機能 

不安定なネットワーク環境下でも双方向の
映像コンテンツ流通を可能とする情報通信
ネットワーク 

ローカルに情報通信システムを復旧・利用
可能とする機能の実現 

情報通信ネットワークへの要件 

可搬型ICT基盤による解決 
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顕在化した課題と今後の情報通信ネットワーク 
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講演内容 



リソース 

ユニット 

無線アクセス 

通信ビル 

被災地域 

広域ネット
ワーク 

PSTN Internet 

光ファイバ接続 
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可搬型ICT基盤を用いたサービス即時復旧方式 

大規模災害時に被災地へ最低限のICT環境（通信・情報処理）を即時に提供するため、
アクセス機能、トランスポート機能、ICTプラットフォーム機能などを一体化した可搬型ICT
基盤（リソースユニット）を活用する． 

リソースユニットは、スタンドアロンでICTノード（通信ノード＆データセンタ）として機能する． 

リソースユニットの既存サービスネットワークとの接続はUNIを介して行う． 



周辺 
（半径500m ） 

避難所など 

エリア内通話 

災害発生直後から数日 

安否確認や避難所などでの連絡手段をご提
供します． 

 普段使っているスマートフォン・電話番
号をそのまま使って電話ができます． 

 電話できる範囲は、町内/学区内に限ら
れます． 

被災地 

被災地外 

災害発生後、数日から１週間以降 

地域外との連絡・データ通信手段や、自治
体、公共機関や企業の情報システム向けの
ネットワークをご提供します． 

 町内/学区外との電話ができます 
 

 インターネットに接続できます 

 被災地内/外の拠点との間
でプライベートなネット
ワークを構築できます 

Resource 

Unit 

市庁舎 

警察署 

消防署 

企業 

自治体用ネットワーク 

警察用ネットワーク 

消防用ネットワーク 

企業用ネットワーク 

サービス網 
（電話網、インターネットなど） 

災害対策 
拠点 

広域網 

エリア外通話 
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避難時、避難所、応急措置等でのサービスイメージ 
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講演内容 
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Resilient 
Network 

リソース 

ユニット 
リソース 

ユニット 

リソース 

ユニット 
リソース 

ユニット 

具現化に向けた研究プロジェクト 

激甚災害など急激な環境変化に際して、迅速かつ臨機応変にリソースユニット
を再配置し、ICT利用環境の継続性を確実にするレジリエントネットワーク方式の
基本技術確立を目的に研究プロジェクトを立ち上げた． 

プロジェクトには、NTT未来ねっと研究所を中心に、東北大学、NTTコミュニケー
ションズ、富士通が参画． 

総務省直轄研究として、リソースユニット単体、複数台接続によるネットワーク
化の検討も含め、平成２５年度も研究を推進中． 



リソース 

ユニット 

無線アクセス 

通信ビル 

リソースユニット設計・
構築・プロセス技術 

リソースユニット遠隔
監視・制御技術 

仮想ネットワーク 
（スライス）提供機能 

適応型無線アクセス
ネットワーク構築技術 

高速光接続活用技術 
ストレージデータ階
層的蓄積伝送技術 
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主な研究課題 



東北大学片平キャンパス 
（被災地） 

横須賀R&Dセンタ 
（災害対策拠点） 

ゲートウエイ 

リソースユニット 
（可搬型コンテナ） 

サービス網 
（電話網など） 

遠隔監視制御 

高速光接続活用技術 

無線アクセスネットワーク構築 

リソースユニット利用ガイドライン 

リソースユニット内システム 

通話サービス 

階層符号化技術 

仮想ネットワーク提供 
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研究開発の状況 

昨年度、コンセプトプルーフを目的としてテストベッド環境を、東北大学片平キャ
ンパス内に構築． 

主な機能についてテストベッド環境を用いて有効性の実証実験を実施． 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://special.goo.ne.jp/10th/ntt/lab/img/building.jpg&imgrefurl=http://special.goo.ne.jp/10th/ntt/lab/&usg=__91foV3cl-qihl14uzQpYxWPT4xA=&h=200&w=300&sz=53&hl=ja&start=5&zoom=1&tbnid=GVMeYjlU-dzGuM:&tbnh=77&tbnw=116&ei=TCYMT-HvG4f_mAXF4NCoBg&prev=/search?q=NTT%E6%A8%AA%E9%A0%88%E8%B3%80%E7%A0%94%E7%A9%B6%E9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%80%80%E5%86%99%E7%9C%9F&hl=ja&sa=X&gbv=2&tbm=isch&prmd=ivns&itbs=1
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試作したリソースユニットの外観 



サービス網 
（電話網など） 

遠隔管理運用 

リソースユニット 
（可搬型コンテナ） 

＜エリア外通話＞ 
•広域ネットワークとの接続が回
復し、エリア内に加えて、エリア
外との通話が可能 

番号登録 

エリア内通話 

ゲートウエイ 

エリア外通話 

東北大学片平キャンパス 
（被災地） 

横須賀R&Dセンタ 
（災害対策拠点） 
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＜エリア内通話＞ 
•スマートフォン等、ユーザの端末
をそのまま利用 
•ユーザからの簡単な登録で通話 
•普段使っている携帯電話番号で 
 エリア内通話が可能 

サービス例：被災地における通話サービス 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://special.goo.ne.jp/10th/ntt/lab/img/building.jpg&imgrefurl=http://special.goo.ne.jp/10th/ntt/lab/&usg=__91foV3cl-qihl14uzQpYxWPT4xA=&h=200&w=300&sz=53&hl=ja&start=5&zoom=1&tbnid=GVMeYjlU-dzGuM:&tbnh=77&tbnw=116&ei=TCYMT-HvG4f_mAXF4NCoBg&prev=/search?q=NTT%E6%A8%AA%E9%A0%88%E8%B3%80%E7%A0%94%E7%A9%B6%E9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%80%80%E5%86%99%E7%9C%9F&hl=ja&sa=X&gbv=2&tbm=isch&prmd=ivns&itbs=1
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サービス例：他の移動式装置との連携 

昨年度の耐災害ICT研究シンポジウムにおいて、NICT様と共同で移動式ICTユニットと車載
衛星地球局が連携し、 迅速に被災地と被災地外との音声通話やインターネット接続を提供
する機能の検証、デモを行いました． 

耐災害ICT研究シンポジウム（2013年3月）でのデモ構成 
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講演内容 



 東日本大震災を契機に始まった、情報通信基盤の耐災害性強
化に向けた研究開発をご紹介しました。 

 耐災害性強化に向けた方向性の一つとして、可搬型ICT基盤を
活用した耐災害性強化の方式を提案しています。 

 今年度も引き続きJGN-Xを活用させていただき、研究開発を推
進したいと考えております。ご協力をいただけますよう、よろしくお
願いいたします。 
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まとめ 



ご清聴ありがとうございました。 
 

本件連絡先： 
NTT未来ねっと研究所 

レジリエントネットワーク戦略担当 
resilient-mirai@lab.ntt.co.jp 
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